






考察

１．車で避難すると渋滞する，雨が酷いと外の状態を把握できない，ハザー
ドマップで危険区域に指定されていないところでも被害を受けることがある，自
宅周辺に危険がないように見えても避難情報に従って避難のタイミングを決めた
方が良い，というような点は，豪雨被災地の多くの人が知識として習得してい
る。ただし，これらの知識は自身のリスク認知や今後の立ち退き避難の可能性
を高めることに必ずしもつながっているわけではない

➡必ずしもこれらの知識が「自分事」として活用されるわけではない？

➡今回の調査では把握していない側面（豪雨災害への関心を高めたり，他
者に避難を促すこと）と関連する可能性もあるため，今後の検討が必要

２．豪雨によって実際になんらかの被害を受けた人々は，豪雨時に生じる自
然現象の予測の難しさや状況把握の難しさ，豪雨時の避難の難しさを知識と
して習得したのではないか

➡これらの知識は，被害を受けたことがない人々のリスク認知や立ち退き避難
の可能性を高めるわけではないが，被害を受けた人々は今後も立ち退き避難
する可能性があると捉えていることから，こうした豪雨災害知識を含めた様々な
被害体験が，今後の立ち退き避難の可能性を検討させる要因になっている



考察

３．「避難勧告が出た時には，既に立ち退き避難できない状態に
なっていることがあり得る」という知識が，リスク認知を高める可能性
が ある

➡これは危険性の認知を高めるのに有効な理解スクリプトとなる可能
性がある

４．立ち退き避難の可能性を高める知識は，豪雨での被害経験
や立ち退き避難経験以外には明らかにならなかったが，可能性を低
くする知識はいくつか明らかになった。特に，「家の中にいた方が安
全」というイメージを持っている人のうち，全体では約半数，土砂災
害・浸水想定区域内に限った場合でも約3割程度の人々が，根拠
が乏しい（ハザードマップを見るなど，地域のリスク等を知る活動をし
た上での知識ではない）のにそうしたイメージを有している

➡ハザードマップなどにより危険性を客観的に知ることを推奨する必
要がある
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